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1

　第２１回新計画策定会議で資源エネルギー庁
が示しました２１００年までのエネルギー需給見
通しは、前提としている２１００年の人口を９，００
０万人としていて、これは、政府が公式に使って
いる人口推計６，４００万人を１．４倍もかさ上げ
して高位推計をも大きく上回るものになっていま
す。資源エネルギー庁が需給部会で示している
２０３０年までの需給見通しでは、ちゃんと政府
の人口推計を基礎データに試算しているのに、
なぜ２１００年では政府の推計を使わないので
しょうか。

　試算に用いた日本エネルギー経済研究所のモデルが１２地域を入れたモデルになっておりまして、石油等の
価格も用いて計算しています。石油等の価格は、世界のエネルギー需給で決まります。人口の統計について
は、厚生労働省の推計が日本のものしかないことから、国連の統計を用いました。
　また、人口が減少したとしても、それに比例してＧＤＰが減少するものではありません。例えば、日本でも、戦
後の高度経済成長期には労働人口増加率が１．３％／年に対してＧＤＰ成長率は９．６％／年でしたが、石油
危機以降の１９７５年以降でも労働人口増加率が１．２％程度と変わらないのに対してＧＤＰ成長率は半分程
度になっています。
　なお、日本の人口についてのみを厚生労働省の人口推計に置き替えた場合についての試算を行いました
が、電力供給に占める原子力発電比率が３４％（国連の統計を用いた場合には３２％）、一次エネルギー供給
に占める原子力発電比率が１９％（同左１７％）と多少原子力比率が高くなりますが、全体のストーリーに影響
がある変化はないと考えます。
　【第２２回新計画策定会議において回答しましたが、より詳細な試算結果を別添１に添付します,。】
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　放射線は一般に電離放射線を指すことから、
「量子ビームテクノロジー」は放射線利用に内包
されないのではないか。電離放射線利用に限定
するのが適当ではないか。

放射線利用技術に関しては、技術の進展により、ビームの多様化・高度化が進み、従来の放射線に含まれな
いものについても利用が進んできています。これらのビームについては、同一の発生源から広いエネルギー
領域のものが取り出せることなどから、一体的に推進を図ることでより高度な利用が期待できるため、「量子
ビームテクノロジー」として一体的に推進を図る必要があると考えています。
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（別添１） 

２１００年までの試算において前提条件である人口の値を変えた場合の２１００年における試算結果の比較 

 国連の中位推計 厚生労働省の推計 ２０００年の値 

人口                       （百万人） ９０ ６４ １２７ 

ＧＤＰ ※１                 （十億米ドル） ８，２８９ ６，４３５ ３，２７７ 

    

最終エネルギー消費           （百万石油換算トン） ２９７   ２７０ ３８２ 

 電力需要               （百万石油換算トン） １０６．７    ９９．０ ８１．２ 

  原子力〈電力需要〉         （百万石油換算トン） ３３．８ ３３．８ ２５．２ 

  新エネルギー〈電力需要〉      （百万石油換算トン） １６．７    １６．８ ０ 

    

ＣＯ２排出量    

 リファレンスケース            （百万トン－Ｃ）  １８０．９   １５５．０   ３１６．６ 

 原子力廃止ケース             （百万トン－Ｃ）   ２３２．３ （試算せず）  ――――― 

    

電力化率                       （％）    ３６    ３７   ２１ 

電力需要に占める原子力発電              （％）    ３２    ３４    ３１ 

    

ＧＤＰ当たりの最終エネルギー消費（石油換算トン／百万米ドル）    ３６    ４２   １１７ 

    

一次エネルギー消費           （百万石油換算トン）   ４１７   ３８０   ５４４ 

原子力発電の一次エネルギー換算     （百万石油換算トン）    ７２．６    ７２．３    ６９．４ 

一次エネルギーに占める原子力発電           （％）    １７    １９    １３ 

新エネルギーの一次エネルギー換算 ※２ （百万石油換算トン）    ８０．３    ７７．０     ０ 

一次エネルギーに占める新エネルギー ※２       （％）    １９    ２０     ０ 

※１ 「ＧＤＰ」は、１９８７年の物価ベース。 

※２ この欄の「新エネルギー」には、電力供給以外も含む。 




